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１・はじめに 

この手引きは，障害者総合支援法及び児童福祉法による指定特定相談支援事業及び障

害児相談支援事業の指定や加算等を受けようとする事業所のために，指定等に係る基本的

な事項をまとめたものになります。 

なお，各事業の内容については以下の通りです。 

 

 

事業の名称 事業の内容 

指定特定相談支援事業 

（障害者総合支援法） 

障害者（児）が障害福祉サービスの利用を開始する前にサ

ービス等利用計画案を作成し，その後，支給決定されたサ

ービス等の利用状況の検証（モニタリング）を行い，サービス

事業者等との連絡調整等を行う。 

障害児相談支援事業 

（児童福祉法） 

障害児が障害児通所支援の利用を開始する前にサービス

等利用計画案を作成し，その後，支給決定されたサービス

等の利用状況の検証（モニタリング）を行い，サービス事業者

等との連絡調整等を行う。 
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２・申請から指定までの流れ 

  

（１）申請書類等の事前確認 

   新規指定を希望する事業者の方は申請書類を提出する前に事前に障害者支援課で

書類の事前確認を受けてください。（書類の修正，添付資料の追加，修正等をお願い

する場合があります。） 

 

（２）申請書類等の提出 

   事前確認を受け，書類等に不備がない状況になってから，障害者支援課窓口に申請

書類を提出してください。（事前確認を行った後でも，さらに追加資料を求める場合が

あります） 

   申請の締め切り日は，指定希望月の前月１日です。なお，１日が閉庁日の場合は前営

業日が締め切りとなります。 

 

（３）指定及び事業の開始 

   提出された申請書を審査し，内容に問題がない場合は事業所の指定を行い，指定通

知書を事業所に送付します。また，障害者総合支援法並びに児童福祉法の規定に基

づき，指定した旨を市役所の掲示場所の他，支所等で公告します。 

   なお，指定期間は指定年月日の日から６年間となります。 

   申請者は指定通知に記載された指定年月日以降に事業を開始することができます。 

 

※注意事項 

 事業所ごとの指定となりますので，複数の事業所の指定を希望する際には事業所ごとに

申請をしてください。 

 また，申請者は法人となります。事業所を申請者とすることはできません。 
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３・申請書類について 

以下の書類を一式にしてフラットファイル等に綴じて提出してください 
様式等の名称 注意事項 

様式第１号  

指定特定相談支援事業

所・指定障害児相談支

援事業所指定申請書 

・指定障害児相談支援を行わない場合は「指定障害児相

談支援事業所」を消してください。 

・申請者は法人となります。事業所ではないので注意してく

ださい。 

・障害児の相談しか行わない場合であっても指定特定相談

支援事業の指定を受けてください。障害児のみの指定はで

きません。 

様式第１号の付表 ・管理者または相談支援専門員が他業務と兼務する場合

は，他業務の方に常勤専従等の要件がないか確認してく

ださい。 

・相談支援専門員の常勤換算後の人数について，安定的

な事業所の運営のために，なるべく１名以上となるようにし

てください。 

・兼務については指定特定相談支援事業所，指定障害児

相談支援事業所，指定一般相談支援事業所との兼務は除

きます。 

・医療機関や行政との連携体制は医療機関との連携体制

の他に，「八千代市相談支援事業所連絡会への参加」を入

れてください。 

・営業日，営業時間は運営規程と祖語の無いように注意し

てください。 

別紙 

他の事業所又は施設の

従事者と兼務する相談

支援専門員について 

・相談支援専門員が他の事業所又は施設の従事者と兼務

する場合は提出してください。なお，勤務時間は他業務に

従事する時間を記入してください。 

・兼務する職種に常勤専従等の要件がないか確認してくだ

さい。 

申請者の定款 ・定款に「障害者総合支援法に基づく相談支援業務」とある

ことを確認してください。（障害者総合支援法に基づく障害

福祉サービスには相談支援業務は含まれません） 

・指定障害児相談支援事業を行う場合は定款に「児童福祉

法に基づく障害児相談支援業務」とあることを確認してくだ

さい。（児童福祉法に基づく障害児通所支援事業には相談

支援業務は含まれません） 

・写しの場合は原本証明を添付してください。 
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申請者の登記簿謄本 ・申請日の３か月以内発行の履歴事項全部証明書にしてく

ださい。 

・目的の欄に「障害者総合支援法に基づく相談支援業務」

（指定障害児相談支援事業を行う場合は「児童福祉法に基

づく障害児相談支援業務」）の記載があることを確認してく

ださい。 

参考様式１ 

平面図 

・各部屋の用途及び面積等が分かるものにしてください。 

・事業所の外観および内部の写真を添付してください。 

・賃貸の場合は契約書を添付してください。 

参考様式２ 

備品等一覧表 

・相談支援に必要な書類等を保管できる設備を設けてくだ

さい。また，個人情報を取り扱うため，適切な管理ができる

環境を整えるようにしてください。 

・できる限り，視覚や聴覚などの障害のある人に対する配慮

を行ってください。 

参考様式３ 

管理者経歴書 

相談支援専門員経歴書 

・管理者経歴書及び相談支援専門員経歴書をそれぞれ作

成してください。ただし管理者が相談支援専門員を兼務す

る場合は管理者兼相談支援専門員経歴書として１枚にまと

めることができます。 

・職務に関連する資格に記載した資格を確認できる書類の

写しを添付してください。 

・相談支援専門員については，「相談支援従事者初任者

（現任）研修」が修了したことを確認できる証明書を添付し

てください。 

参考様式４ 

実務経験証明書 

・相談支援専門員ごとに作成し，原本を提出してください。 

参考様式５ 

実務経験見込証明書 

・相談支援専門員ごとに作成し，原本を提出してください。 

参考様式５－１ 

従業者等の勤務体制及

び勤務形態一覧表 

・相談支援専門員の常勤換算をする際に必要なので，相

談支援専門員として勤務する時間を記入してください。 

・常勤換算の計算方法は基本的に， 

当該相談支援専門員の勤務時間÷常勤職員の勤務時間

です。（原則として常勤職員の勤務時間が３２時間未満の

場合は３２時間が常勤職員の勤務時間となります。） 

参考様式６ 

利用者又はその家族か

らの苦情を解決するため

に講ずる措置の概要 

・利用者からの苦情を解決するための具体的な方法を記入

してください。 

参考様式７ 

主たる対象者を特定す

る理由等 

・主な対象者を特定する際にのみ提出してください。（特定

なしの場合は提出不要です） 
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参考様式８，９，１０ 

指定特定相談支援事業

者の指定に係る誓約書 

 

指定障害児相談支援事

業者の指定に係る誓約

書 

 

役員等名簿 

・障害者総合支援法第３６条第３項各号に該当しないことに

関する誓約書です。当該法人の役員及び事業所を管理す

るものについて記入してください。 

 

・役員等名簿は指定特定相談支援事業者と指定障害児相

談支援事業者の両方を同時に申請する場合は１枚で兼用

できます。 

運営規程 最低でも以下の内容を記載してください。 

・事業の目的及び運営方針 

・従業者の職種，員数及び職務の内容 

・営業日及び営業時間 

・指定計画相談支援の提供方法及び内容並びに計画相談

支援対象障害者から受領する費用及びその額 

・通常の事業の実施地域 

・事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には，

当該障害の種類 

・虐待防止のための措置に関する事項 

・その他運営に関する重要事項 

就業規則 ・最新のものを提出してください。 

組織体系図 ・法人の中での位置づけが分かる形のものを提出してくださ

い。 

指定特定・障害児相談

支援事業者の指定申請

に係る申請書類一覧 

・申請書類，添付書類の一番上にしてください。 
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４・人員に関する基準について 

事業を実施する際は，以下の基準に則り事業を行ってください。 

 

 指定特定相談支援事業 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相

談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成２４年３月１３日厚生労働省令第２８

号） 

 

 障害児相談支援事業 

児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成

２４年３月１３日厚生労働省令第２２９号） 

 

 

なお，事業所の管理者及び相談支援専門員は専従でなければなりませんが，相談支援

の業務に支障がない場合は，当該指定特定相談支援事業所の他の業務または，ほかの事

業所・施設等の業務に従事することができます。 
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５・指定後の変更届について 

事業所の名称や厚生労働省令等で定められた内容に変更があった際には，１０日以内に 

市に届け出をしてください。 

  

指定特定相談と障害児相談支援の両方の指定を受けている場合はそれぞれで申請書を

出してください。ただし添付書類は１つで構いません。 

必要書類については下表を参考にしながら，必要に応じ追加資料を添付してください。 

 

 変更の内容 添付資料 備考 

１ 事業所（施設）の名称 
□ 変更届出書（様式第２号） 

 
□ 運営規程 

２ 
事業所（施設）の所在地

（設置の場所） 

□ 変更届出書（様式第２号） 建物賃貸契約書の写しは建物を賃

貸していない場合は不要 

写真は外観や内部が分かるものを添

付すること 

電話，FAX番号のみ変更の場合，

変更届出書のみで可能 

□ 運営規程 

□ 
事業所の平面図・写真（参考様式

１） 

□ 備品等一覧（参考様式２） 

□ 建物賃貸借契約書の写し 

３ 申請者（設置者）の名称 

□ 変更届出書（様式第２号） 

定款及び履歴事項全部証明書は写

しでも可能だが，その際は，原本証

明をつけること 

□ 定款 

□ 履歴事項全部証明書 

□ 運営規程 

□ 組織体系図 

４ 主たる事務所の所在地 

□ 変更届出書（様式第２号） 定款及び履歴事項全部証明書は写

しも可能だが，その際は，原本証明

をつけること 

□ 定款 

□ 履歴事項全部証明書 

５ 

 

 

 

代表者の氏名及び住所 

□ 変更届出書（様式第２号） 

履歴事項全部証明書は写しも可能

だが，その際は，原本証明をつける

こと 

□ 履歴事項全部証明書 

□ 
指定特定相談支援事業者の指定

に係る誓約書 

□ 
指定障害児相談支援事業者の指

定に係る誓約書 

□ 役員等名簿 

６ 

定款・寄付行為等及びその

登記簿の謄本又は条例等

（当該指定に係る事業に関

するものに限る） 

□ 変更届出書（様式第２号） 
定款等及び履歴事項全部証明書に

は写しも可能だが，その際は，原本

証明をつけること 

□ 定款等 

□ 履歴事項全部証明書 
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７ 

事業所の平面図及び設備

の概要（住所変更を行わな

い場合に限る） 

□ 変更届出書（様式第２号） 備品等一覧は変更ない場合不要。 

電話番号の変更がある場合は変更

後の番号も記載すること写真は外観

や内部が分かるようなものを添付す

ること 

□ 
事業所の平面図・写真（参考様式

１） 

□ 備品等一覧（参考様式２） 

８ 
事業所の管理者の氏名及

び住所 

□ 変更届出書（様式第２号） 

管理者が相談支援専門員も兼ねる

場合は「9」に係る書類も添付するこ

と。（経歴書の記載は「管理者・相談

支援専門員経歴書」でまとめてよい）

変更前及び後の管理者が共に苦情

解決担当等でない場合，参考様式６

は提出不要 

□ 

付表 指定特定相談支援事業所

及び指定障害児相談支援事業所

の指定に係る記載事項 

□ 勤務体制一覧表（参考様式５-１） 

□ 管理者経歴書（参考様式３） 

□ 

利用者からの苦情を解決するため

に講ずる措置の概要（参考様式

６） 

９ 

指定計画相談支援又は指

定障害児相談支援の提供

に当たる者の氏名及び住

所 

□ 変更届出書（様式第２号） 

相談支援専門員の変更に伴い，常

勤換算後の人数に変更がある場合，

極力，常勤換算後の人数が１未満に

ならないように注意すること。変更前

及び後の相談支援専門員が共に苦

情解決担当者等でない場合，参考

様式６は提出不要 

□ 

付表 指定特定相談支援事業所

及び指定障害児相談支援事業所

の指定に係る記載事項 

□ 

別紙 他の事業所又は施設の従

事者と兼務する相談支援専門員

について 

□ 勤務体制一覧表（参考様式５-１） 

□ 運営規程 

□ 就業規則 

□ 
相談支援専門員経歴書（参考様

式３） 

□ 

実務経験証明書（参考様式４）又

は実務経験見込証明書（参考様

式５） 

□ 
相談支援専門員研修終了証の写

し 

□ 

利用者からの苦情を解決するため

に講ずる措置の概要（参考様式

６） 

10 主たる対象者 

□ 変更届出書（様式第２号） 
主たる対象者を特定しない場合は 

参考様式７は提出不要 
□ 運営規程 

□ 主たる対象者を特定する理由等 
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11 運営規程 
□ 変更届出書 利用契約書，重要事項説明書等と

の整合性を確認すること □ 運営規程 

12 その他 
□ 変更届出書 

 
□ その他必要と思われる書類 
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６・休止・廃止・再開届について 

事業を休止，廃止又は再開する際には市に様式第３号廃止・休止・再開届出書を提出し 

てください。 

休止届及び廃止届は休止日または廃止日の１か月前までに障害者支援課に提出してく

ださい。（添付書類はありません） 

再開届は事業の再開後１０日以内に提出してください（添付資料として勤務体制一覧表を 

つけてください。） なお，再開時に休止時点の内容と変更がある場合は変更届を併せて提 

出してください。（変更がある場合の提出書類は「５・指定後の変更届について」を参照） 

指定特定相談と障害児相談支援の両方の指定を受けている場合は，それぞれの事業で 

これらの届出書を提出してください。 
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７・更新の手続きについて 

指定特定相談支援事業及び指定障害児相談支援事業の指定期間は指定を受けてから 

６年間です。指定期間を過ぎると効力を失うため，指定の更新申請が必要となります。 

更新申請は，指定の期限日から１か月前までに行ってください。 

更新申請書類の提出先は障害者支援課です。なお，更新申請に係る書類は新規申請をす

る際の書類と同じものになります。（３ページ参照） 

 

 

例）５月３１日が指定期限の場合・・・４月３０日までに申請書類を提出してください。 

 

 

 

    ４月３０日    ５月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

更新後の有効期限（６月１日から６年間） 

更新前の有効期限日 

更新申請書類の提出期限 
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８・各種体制加算の届出について 

指定後，加算の算定を開始する場合は事前に体制加算に係る届出書等を提出してくださ 

い。また，添付書類等に関しては下表を参考にしてください。 

（加算の終了に関しては，添付書類はありません） 

 

  （１）行動障害支援体制加算・要医療児者支援体制加算・精神障害者支援体制加算 

主任相談支援専門員配置加算・ピアサポート体制加算・高次脳機能障害支援体制加算 

 

届出に関する書類 

 加算の内容 添付資料 

１ 行動障害支援体制加算 

□ 介護給付費等の算定に係る体制等に関する届出書 

□ 
障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等に関する

届出書（障害児相談支援の場合） 

□ （別紙）体制加算に係る届出書（相談支援事業所） 

□ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）の修了証書 

□ 体制が整備されている旨を掲示している場所の写真 

□ 
体制が整備されている旨を公表していることが分かる資

料（ホームページ，パンフレット等） 

□ 
参考様式５－１ 

従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表 

□ 就業規則 

２ 要医療児者支援体制加算 

□ 介護給付費等の算定に係る体制等に関する届出書 

□ 
障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等に関する

届出書（障害児相談支援の場合） 

□ （別紙）体制加算に係る届出書（相談支援事業所） 

□ 

医療的ケア児等コーディネーター養成研修その他これ

に準ずるものとして都道府県知事が認める研修の修了

証書 

□ 体制が整備されている旨を掲示している場所の写真 

□ 
体制が整備されている旨を公表していることが分かる資

料（ホームページ，パンフレット等） 

□ 
参考様式５－１ 

従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表 

□ 就業規則 
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３ 精神障害者支援体制加算 

□ 介護給付費等の算定に係る体制等に関する届出書 

□ 
障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等に関する

届出書（障害児相談支援の場合） 

□ （別紙）体制加算に係る届出書（相談支援事業所） 

□ 

精神障害関係従事者養成研修もしくは精神障害者支援

の障害特性と支援技法を学ぶ研修もしくは精神障害に

も対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業にお

いて行われる精神障害者の地域移行関係職員に対する

研修又はその他これに準ずるものとして都道府県知事

が認める研修の修了証書 

□ 体制が整備されている旨を掲示している場所の写真 

□ 
体制が整備されている旨を公表していることが分かる資

料（ホームページ，パンフレット等） 

□ 
参考様式５－１ 

従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表 

□ 就業規則 

４ 
主任相談支援専門員 

配置加算 

□ 介護給付費等の算定に係る体制等に関する届出書 

□ 
障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等に関する

届出書（障害児相談支援の場合） 

□ 主任相談支援専門員配置加算に係る届出書 

□ 主任相談支援専門員研修の修了証 

□ 

利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留

意事項に係る伝達等を目的とした会議の会議録(直近 5

回分) 

□ 
主任相談支援専門員の同行による研修を行ったことが

分かるもの 

□ 

相談支援専門員に対して指導，助言を行っていることが

確認できる書類(主任相談支援専門員としての技術向上

等を目的とした研修資料等) 

□ 参加した事例検討会について確認できる書類 

□ 体制が整備されている旨を掲示している場所の写真 

□ 
体制が整備されている旨を公表していることが分かる資

料（写真，ホームページ，パンフレット等） 

□ 
参考様式５－１ 

従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表 

□ 就業規則 
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  □ 

他の指定特定相談支援事業所，指定障害児相談支援

事業所及び一般相談支援事業所の従事者に対して， 

①利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての

留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開

催すること 

②他の指定特定相談支援事業所の新規に採用した全

ての相談支援専門員に対し，主任相談支援専門員の同

行による研修を実施していること 

③他の指定特定相談支援事業所の全ての相談支援専

門員に対し，地域づくり，人材育成，困難事例への対応

などサービスの総合的かつ適切な利用者支援等の援助

技術の向上等を目的として指導・助言を行っていること。 

上記①～③に該当する業務を実施していることが確認

できるもの 

 

※この項目について提出は任意となりますが，自事業所

に他の職員が配置されていない等，①～③を自事業所

内で実施することが困難な場合は必須となります 

５ ピアサポート体制加算 

□ 介護給付費等の算定に係る体制等に関する届出書 

□ 
障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等に関する

届出書（障害児相談支援の場合） 

□ ピアサポート体制加算に関する届出書 

□ 
ピアサポートに関する研修の修了証(必要に応じて実施

内容を確認する場合もあります) 

□ 
ピアサポートに関する研修修了者による研修を実施した

ことが分かるもの(1 年以内のもの) 

□ 体制が整備されている旨を掲示している場所の写真 

□ 
体制が整備されている旨を公表していることが分かる資

料（写真，ホームページ，パンフレット等） 

□ 
参考様式５－１ 

従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表 

□ 就業規則 

６ 
高次脳機能障害 

支援体制加算 

□ 介護給付費等の算定に係る体制等に関する届出書 

□ 
障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等に関する

届出書（障害児相談支援の場合） 

□ （別紙）体制加算に係る届出書（相談支援事業所） 

□ 高次脳機能障害者支援体制加算に関する届出書 

□ 高次脳機能障害支援者養成に関する研修の修了証 
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□ 
体制が整備されている旨を公表していることが分かる資

料（写真，ホームページ，パンフレット等） 

□ 
参考様式５－１ 

従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表 

□ 就業規則 
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（２）機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ～Ⅳ） 

  

区分 算定要件 

機能強化型サービス

利用支援費Ⅰ 

①常勤かつ専従の相談支援専門員を４名以上配置し，そのうち１名

以上が相談支援従事者現任研修を修了していること 

②利用者に関する情報又はサービス提供にあたっての留意事項に

係る伝達等を目的とした会議を定期的(概ね週１回以上)に開催す

ること。 

③２４時間連絡体制を確保し，かつ，必要に応じて利用者等の相談

に対応する体制を確保すること。 

④指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専

門員に対し，相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門

員の同行による研修を実施していること。 

⑤基幹相談支援センター等から支援が困難な事例を紹介された場

合においても指定計画相談支援を提供していること。 

⑥基幹相談支援センター等が実施する事例検討会に参加している

こと。 

⑦指定特定相談支援事業所において，指定サービス利用支援また

は指定継続サービス支援を提供する件数が１か月あたり，相談支

援専門員１人につき４０件未満であること(指定障害児相談支援事

業所も一体的に運営している場合は障害児相談支援の利用者も

含む)。 

⑧協議会に参画し，協議会の関係機関等の連携の緊密化を図るた

めに必要な取組を実施していること。 

⑨基幹相談支援センターが行う地域の相談支援体制の強化の取組

に参画していること。 

機能強化型サービス

利用支援費Ⅱ 

①常勤かつ専従の相談支援専門員を３名以上配置し，そのうち１名

以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

②機能強化型サービス利用支援費Ⅰの②，③，④，⑤，⑥，⑦，

⑧，⑨の基準を満たしていること。 

機能強化型サービス

利用支援費Ⅲ 

①常勤かつ専従の相談支援専門員を２名以上配置し，そのうち１名

以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

②機能強化型サービス利用支援費Ⅰの②，④，⑤，⑥，⑦，⑧，⑨

の基準を満たしていること。 

機能強化型サービス

利用支援費Ⅳ 

 

①専従の相談支援専門員を２名以上配置し，そのうち１名以上が相

談支援従事者現任研修を修了した常勤の相談支援専門員である

こと。 

②機能強化型サービス利用支援費Ⅰの②，④，⑤，⑥，⑦の基準を

満たしていること。 
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届出に関する書類 

区分  提出書類等 

機能強化型サービス

利用支援費Ⅰ 

機能強化型サービス

利用支援費Ⅱ 

□ ・介護給付費等の算定に係る体制等に関する届出書 

□ 
・障害児通所・入所給付費等の算定に係る体制等に関する届

出書（障害児相談支援事業所の場合） 

□ 
・機能強化型（継続）サービス利用支援費・機能強化型（継続）

障害児支援利用援助費に関する届出書 

□ ・相談支援従事者現任研修の修了証 

□ ・相談支援従事者初任者研修の修了証 

□ ・勤務形態一覧表（様式５－１） 

□ ・就業規則 

□ ・会議の開催記録（直近の５回分） 

□ 
・２４時間体制であることを確認できる書類（担当の輪番表や夜

間の連絡体制表など） 

□ ・研修の実施計画書 

□ ・支援が困難なケースを受託する体制について示した書類 

□ ・参加した事例検討会について確認できる書類 

機能強化型サービス

利用支援費Ⅲ 

機能強化型サービス

利用支援費Ⅳ 

□ ・介護給付費等の算定に係る体制等に関する届出書 

□ 
・障害児通所・入所給付費等の算定に係る体制等に関する届

出書（障害児相談支援事業所の場合） 

□ 
・機能強化型（継続）サービス利用支援費・機能強化型（継続）

障害児支援利用援助費に関する届出書 

□ ・相談支援従事者現任研修の修了証 

□ ・相談支援従事者初任者研修の修了証 

□ ・勤務形態一覧表（様式５－１） 

□ ・就業規則 

□ ・会議の開催記録（直近の５回分） 

□ ・研修の実施計画書 

□ ・支援が困難なケースを受託する体制について示した書類 

□ ・参加した事例検討会について確認できる書類 
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９・その他 

 （１）実地指導について 

障害者支援課では，施設整備，法人・事業所運営，財務管理等について定期的（概ね

４年に 1回）に実地指導を行っております。 

 

 （２）現任研修について 

相談支援専門員は，初任者研修を修了した年度の翌年度を初年度として，同年度以

降 5年ごとの各年度の末日までに現任研修の受講が義務付けられていますので，受講

するようにしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


